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第２章 設計のための基本的事項 

第１節 トンネルの計画・設計 

 

 トンネルの計画にあたっては、社会性、経済性を考慮するとともにトンネル部および前後に接続する

道路部を含めて総合的に検討しなければならない。 

 計画交通量は換気設備・非常用設備等の規模を決める重要な要素であるので決定にあたっては充分な

検討を行うこと。 

 

１ 構造規格 

  トンネルの幅員構成・建築限界・線形等の構造規格は、道路構造令の規定によるものとする。 

 

２ トンネル位置の選定要素 

  設定された予定路線について地形図を作成し、調査資料に基づいて、トンネル予定位置の詳細な検

討を下記により行わなければならない。 

 (1) 地形・地質から見た検討（地すべり・軟弱地盤・断層等） 

 (2) 平面、縦断線形の検討 

 (3) 他の道路との接続 

 (4) 鉄道との関係 

 (5) 河川の横断地点 

 (6) 自然環境 

 (7) 沿道環境（騒音・振動・地下水等） 

 (8) 土地利用の現状及び将来計画 

 (9) 供用開始後のトンネル坑口付近の崩壊・雪崩等の維持管理面の検討 

 (10) 完成後の管理設備の検討 

 (11) トンネル付近における他の構造物への影響（鉄道・道路・河川・水路等） 

 (12) 気象条件 

 

３ 調  査 

  トンネルの建設にあたって、安全で合理的な計画・設計・施工及び維持管理の基礎資料を得るため

に必要に応じて下記の調査を行うものとする。 

 (1) 地山条件調査：地形調査・地質調査・水文調査 

 (2) 気象条件調査：気象調査 

 (3) 立地条件調査：環境調査・施工条件調査・関連法令等に関する調査 

 (4) その他の調査 

   事業損失補償問題への対応として、特に周辺の水利用への影響（渇水問題等）や生活環境への影

響（振動・地盤沈下等）が予測される場合には水文調査及び環境調査を適切に実施する必要がある。

施工前のデータ（水利用状況・河川流量・井戸の水位・地盤の変位等）が必要となるため、事前の

地質調査等の段階で提案しておくことが大切である。 

   また、トンネル建設の段階と必要な調査を、表５－２－１に示す。 

 

 

表５－２－１ トンネル建設の段階と必要な調査 
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調査段階                  フロー        主な取得情報          調査手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料調査 
・地形図(1/10000～1/5000） 
・地質図 
・水文・気象資料 
・類似トンネルの施工例 
・その他 

地形、線形 
地質 
地下水、地表水 
気象、などの概略 
（環境） 

候補路線の抽出のため
の調査 

調査計画 

空中写真判読(1/10000～1/5000)
地表地質調査(1/10000～1/5000)
水文・水収支・水文 
環境調査その他(リモートセンシ
ング、一部の物理探査等) 

(精査と同様) 

地形条件 
概略地質構造 
特殊地山･特殊条件の有無 
水問題等の可能性（環境上の
留意点、経済性） 

（特殊地山・特殊条件等に関
する部分的調査） 

詳細地質構造 
水文地質構造 
地形・気象条件（雪崩等） 
水挙動の概要 
特殊地山（条件）の概要 
工事の周辺への影響 

候補路線の比較のため
の調査 

路線選定可能？

路線選定 
（概略位置決定） 

選定路線の概略設計の
ための調査 

設計施工上の
問題箇所あり？

測量 
地表地質踏査(1/5000～1/1000)
物理探査(弾性波～電気探査等）
ボーリング調査 
地下水位調査 
地表水（流量等）調査 

室内試験(強度、変形性、物理、
化学特性等) 
その他現地測定、調査 
（初期応力、膨圧、湧水圧等）

 

地表地質調査（1/1000～1/100）
物理探査(ジオトモグラフィ等）
物理検層、ボアホールＴＶ等 
孔内力学試験、原位置試験 
室内試験 
ボーリング調査、サウンディン
グ調査坑調査等 

切羽前方探査 
水平ボーリング 
切羽観察 
湧水調査 
地盤沈下調査 
水質汚染調査 
変位計測、振動計測 
室内試験 等 

内壁等の観察、地盤沈下調査
水質汚染調査、渇水影響調査
等 

膨張性地山、未固結地山 
坑口付近の地すべり 
偏圧・大断層・破砕帯・ガ
ス・高熱・大湧水・小土被り
などの特殊地山や特殊条件等
の分布や性状 

岩盤の物性値・力学特性 
亀裂等の分布・密度・性状 
地山分類のための岩質データ

地山評価 
支保パターンの検討 

 

切羽前方の地質 
切羽の地山（岩質、亀裂等）
特殊地山等の分布や性状 
掘削による周辺への影響 
変状（変形、崩落、湧水等）

周辺への影響 
変状 

概略設計 
（坑口位置決定）

詳細設計のための
調査 

設計･施工可能？

詳細設計・施工計画 
 トンネル位置・構造決定 
 施工法決定 

施工開始 

施工中の調査 

施工上の 
問題点あり？

選定可能？

問題箇所の
追加調査 

問題箇所の
追加調査 

場合によりル 

ートの小変更 

ルートの 
大変更？ 

施工終了？

現ルートで 
対応可？ 

施工後の調査 

終  了 

設計変更・対策の検討 

概
査
（
路
線
選
定
の
た
め
の
調
査
） 

精
査
（
設
計
・
施
工
計
画
の
た
め
の
調
査
）

施
工
中
の
調
査

施
工
後
の

調
査 

No 

No Yes 

Yes

Yes 

Yes No 

No

No 

Yes

No 

Yes 

No

No 

Yes

Yes 
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４ 平面線形 

  トンネル平面線形は、走行上の安全性を考慮して充分な視距が得られるものとし、原則として、直

線あるいは拡幅を必要としない曲線半径を用いるものとする。 

表５－２－２ トンネル断面の拡幅が不必要な曲線の最小半径の例 

設計速度 
（km／h） 

視 距 
（ｍ） 

車線の幅員
（ｍ） 

路肩の幅員 
（ｍ） 

最小半径 
（ｍ） 

備 考 

80 

60 

50 

40 

110 

75 

55 

40 

3.50 

3.25 

3.00 

2.75 

0.50 

0.50 

0.50 

0.50 

670 

330 

190 

※ 160 

３種１級 

３種２級 

３種３級 

３種４級 

      注）１ 本表は、視線が建築限界内に入ることとして計算してある。 

        ２ 積雪寒冷地等で別途視距を確保する場合は本表と異なる。 

        ３ ※印は道路構造令解説による曲線部の拡幅を必要としない値である。 

 

５ 縦断線形 

  トンネルの縦断勾配は、湧水等の排水を妨げない程度で、できるだけゆるくすることを原則とする。

また換気設計上有利な勾配を選定しなければならない。縦断勾配の変化点には、十分な縦断曲線を入

れるものとする。 

 (1) トンネルの最小勾配は、施工中の湧水を自然流下させる観点から、0.3％以上必要である。なお、

完成後の排水勾配は、0.1％以上あれば十分である。 

 (2) 換気を必要とするトンネルの最急勾配は、「道路トンネル技術基準（構造編）」によると、

４％を超えると排気ガスの増加傾向が急になるため、換気設備を要するトンネルでは特別な場合で

も４％程度以内とするのがよい。機械換気を必要としない短いトンネルの場合は、道路線形上有利

な勾配として差し支えない。 

 (3) ずり出しがレール方式のトンネルでは、２％程度までが望ましい。 

 

６ トンネルに隣接する道路の線形等 

 (1) ドライバーが出来るだけ早くトンネルの存在を知り、十分な距離からトンネル坑口が見通せる

ような線形とする事が望ましい。 

 (2) トンネル部幅員と明かり部幅員が異なる場合は、設計速度に応じたテーパー長で摺り付けを行

うものとする。一般に1/25～1/50の範囲のものが用いられているが表５－２－３にその標準値を示

す。 
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表５－２－３ テーパーの標準値 

設計速度 
km／ｈ 

テ ー パ ー 

地方部標準値 都市部標準値 

80 

60 

50 

40 

30 

20 

１／50 

１／40 

１／30 

１／25 

１／20 

１／15 

１／40 

１／30 

１／25 

１／20 

１／15 

１／10 

 

７ 非常駐車帯 

 (1) 非常駐車帯の配置は、通常500ｍ～1500ｍの間隔で設けるのが一般的であるが、概ね750ｍピッ

チに設けるものとする。また、非常駐車帯の位置関係は、同一断面に集中しないよう、端部間距離

として50ｍ以上確保する。 

 (2) 非常駐車帯を設ける場合は、出来るだけ地山条件の良好な箇所に設定する。 

 (3) 非常駐車帯の型式は、図５－２－１を標準とする。 

 

 

 

   注１) 進入部の取付角度は、45ﾟ程度とする。 

   注２) 褄壁部の設計は拡大断面部に準ずるものとするが、ロックボルトは必要に応じて設けるものとする。 

   注３) 第３種第１級以上の道路においては有効長はＬ＝20ｍとする。 

図５－２－１ 非常駐車帯部概要図 

 

 

図５－２－２ すりつけ図 
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第２節 内空断面の設計 

 

１ 内空断面設計の一般的事項 

 (1) 内空断面は、道路構造令に定められた必要な建築限界の他に、換気施設、照明施設、非常用施

設、内装板、管理用施設、舗装、排水施設の設置区間、及び覆工の施工誤差の余裕等をとった断面

を包含していなければならない。 

   なお、諸設備の設置高さは、トンネル内の片勾配に留意して歩道（監査歩廊）の中にくいこまな

いようにすること。 

 (2) 同一断面で、自動車、自転車及び歩行者を通行させる場合、特に自転車及び歩行者の安全に留

意した構造とする。 

 

２ 内空断面決定の諸条件 

 (1) 内空高の余裕 

   トンネル内の舗装は、全面的な打換えが困難なため普通オーバーレイが行われる。従って建築限

界の内空高の外に余裕を見込んでおく必要がある。この余裕は20cmとする。 

 (2) 施工に対する余裕 

   トンネル内空断面には施工に対する余裕として片側５cmとるものとする。 

 (3) 監視員通路・監査歩廊 

   監視員通路・監査歩廊の幅員は75cmとする。 

 (4) 施設帯 

   施設帯を設ける場合は50cmを確保する。 

 (5) 曲線部のトンネルにおいて路面の横断勾配が変化する場合は、全ての位置において上記(1)～

(4)の条件及び覆工の１打設長等の施工余裕の条件を満足しなければならない。 

 (6) トンネルの中心線と道路中心線が一致しない場合、中心線間隔はトンネル全長にわたって一定

とする。 

 

３ 内空断面設定の考え方 

 (1) 建築限界の考え方 

   車道の建築限界および監査歩廊上の歩行空間の取り方は図５－２－３に示すとおりとする。また、

トンネルの路肩は建築限界との関係から図５－２－４に示す構造とする。 
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図５－２－３ 建築限界の考え方 

 

 

 

図５－２－４ トンネル路肩の構造 
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  (2) 内空断面設定上の施設 

   ① 舗装及び排水 

     底盤地山と舗装路盤は、２％程度以上の勾配で中央排水に摺付けるものとする。 

 

 

図５－２－５ 舗装および中央排水工の構造 

 

   ② 換気設備 

     換気設備として、ジェットファンを想定する場合は、下記に示す建築限界によるトンネル断

面及びトンネル延長方向の設置間隔により検討するものとする。 

型 式 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

ＪＦ 630 200 800 250～315 250～315 車線幅員の１／２ 

   （注）ｃ、ｄ寸法については、離間距離（トンネル壁面とジェットファンとの距離）が標準0.5Ｄ

（Ｄ：ＪＦ口径）より短くなるにつれ、昇圧力が減少するのでＪＦ性能を含めた設計検討の上、寸

法を上表範囲内で決定するものとする。但し、メンテナンス性を考慮し、250mmを最小値として確

保する。 

 

 

図５－２－６ ジェットファンの断面取付図 

 

トンネル延長方向のジェットファン設置間隔 

形  式 口 径（mm) 坑口からＪＦまでの距離（ｍ） ＪＦ間の距離（ｍ） 

ＪＦ 630 630 80 80 
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表５－２－４ 断面区分 

 通常断面 大断面 小断面 

内空幅（ｍ） 8.5～12.5程度 12.5～14.0程度 3.0～5.0程度 

内空形状 
一般的に 

上半単心円断面
一般的に 

上半三心円断面

一般的に 
上半単心円 

側壁部鉛直断面 

内空縦横比（Ｈ/Ｗ） 概ね0.6以上 概ね0.57以上 概ね0.8以上 

    注1) 内空幅とは、スプリングライン上での内空幅をいう。（図５－２－７、８に示すＷをいう｡） 

 

 

図５－２－７ インバートなしの場合      図５－２－８ インバートのある場合 

 

    内空断面積は断面形状（内空縦横比など）の影響を受けやすいため、この影響を受けない内空

幅による区分を主とする。 

    参考として各断面のおおよその内空断面積を以下に示す。 

 

 通常断面 大断面 小断面 

内空断面積（ｍ２）
（参考値） 

40～80程度 80～100程度 8～16程度 

 

    なお、ここでいう内空断面積とは、図５－２－７、８に示すようにインバート（盤下げ）を含

まない覆工内側の全内空断面積をいい、換気計算に用いる車道内空（舗装面の上部）とは異なる。 

 

    注2) 内空形状は上半（ＳＬより上）を形成する円弧の数で表示した。 

 

図５－２－９ 上半単心円            図５－２－10 上半３心円 

  注3) 内空縦横比は図５－２－７、８に示す内空高さ（Ｈ）と内空幅（Ｗ）の比で表示した。 

     内空縦横比＝Ｈ／Ｗ 

  注4) 内空縦横比が表２－４の値を下回る場合は、別途検討を行うこととする。 

  注5) 標準断面には、従来内空幅10ｍ程度の断面に適用してきた標準的な支保構造の組合せを適用することと

する。   
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４ 道路トンネル標準断面の例 

 

 

図５－２－11 標準断面の例（１心円） 
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第３節 地山分類 

 

１ 地山分類 

  トンネルの設計・施工にあたっては、地質調査等の結果に技術的判断を加え地山分類を行うものと

し、地山分類は表５－２－５によるものとする。 

表５－２－５ ＮＡＴＭ工法 

 



5－2－11 
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２ 地山分類表を適用するにあたっての留意点 

 (1) 道路トンネルの地山分類表は、原則として、土被り高さが20ｍ以上500ｍ未満の２車線トンネル

の計画に適用するものとするが、３車線トンネルもこれに準ずることができる。 

 (2) この表は、一般的な標準を示すものであり、坑口部で大きな偏圧が作用する場合、地すべりの

発生が予想される場合、地表面沈下を抑制する必要がある場合等、特殊な事情がある場合には適用

できない。 

 (3) 地山等級Ｅは、特殊な地山条件下（大きな崖錐、大きな断層・破砕帯等の土圧が著しい地山状

況）で内空変位が200mm程度以上（掘削幅10m程度のトンネルでの目安）になるもの以外には用いな

い。 

 (4) 地山判定基準 

   当初設計段階における地山分類は、地表地質踏査、ボーリング調査、地山試料試験等の調査結果

および弾性波探査を総合的に判断して行うものとする。特に、弾性波速度および地山強度比は地山

判定の一応の目安を与えるものであり、できるだけ地表地質踏査、ボーリング調査、地山試料試験

等の調査結果を活用し、それらを補完する目的で使用する。 

  ア) 弾性波速度（km／sec） 

    トンネルの調査においては、トンネルが地中の深いところを通過し、ボーリング調査などのよ

うに直接地山を観察する手法が適用できない部分があるので、間接的手法として弾性波速度を用

いて補足する。弾性波速度は、不連続面を反映した岩盤の力学的性状を、広い範囲にわたって比

較的簡単に把握できるので便利であるが、あくまでも間接的手法であり、誤差も大きいことを認

識しておく必要がある。 

   ① 弾性波探査の有効探査深さは、測線が探査深度の５～６倍必要であることから実用的には

100ｍ程度が限界であり、かつ地表面から深部の層へ順番に硬くなる（弾性波速度が早くな

る）ことを仮定した方法であるので、途中に硬い層が有るなどの逆転が生じる場合には適用で

きない。 

   ② 頁岩、粘板岩、片岩などで褶曲などによる初期地圧が潜在する場合、あるいは微細な亀裂が

多く施工時にゆるみやすい場合には、実際の地山等級よりも事前の弾性波速度によるものが過

大に評価されることがある。 

   ③ 弾性波速度（縦波速度）および地山強度比の境界データについては、地形的特性、地質状態

等により工学的に判定する。 

   ④ 坑口部および谷直下付近は、トンネルの上方および側方の土被りが薄い場合が多い。その場

合は、弾性波速度に対し注意を払い、この表の等級を下げることも考える。 

   ⑤ トンネル基盤より上部約15ｍの範囲が複数の速度層からなる場合は、弾性波速度分布図にお

ける基盤の速度層より上層（速度の遅い層）の速度を採用する方が望ましい。 

   ⑥ 土被りの薄い所では地質が比較的悪く、地質区分の変化も著しいことが多いため、測量誤差

（航測図化図、実測図、弾性波探査測量図）や物理探査の解析誤差が地質区分の判定に大きな

影響を与えるので、特に注意を払う必要がある。 

   ⑦ 断層・破砕帯については、弾性波速度のみでなく、その方向・土被り・その他の判定基準も

参考にして、補正を行う。 
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   ⑧ 施工中に坑内弾性波速度が得られた場合は、地山等級の確認を行い、必要があれば当初設計

の変更を行う資料とする。 

  イ) ボーリングコア（コアの状態、ＲＱＤ） 

    ボーリングコアの採取は、事前調査段階では、全ての岩種において直接地山を観察できる数少

ない有用な指標になる。これらの観察結果は、主に地表地質調査と合わせ、岩片の強度や不連続

面の状態、間隔の判定に使われる。また、ボーリングコアの状態、ＲＱＤは、ボーリングの施工

技術や掘削径によって左右されるので、必ずしも一律な判定基準とはならないが、大まかな目安

として利用できる。ただし、この基準は、ボーリング外径66mmのダブルコアチューブで採取され

たコアについて適用する。 

  ウ) 地山強度比 

    地山強度比は、次のように定義する。 

    地山強度比：
rh
qu

 

       ｑu ：地山の一軸圧縮強度（ｋＮ／ｍ2）（1ｋＮ／ｍ2＝１／1000Ｎ／mm2） 

       ｒ ：地山の単位体積重量（ｋＮ／ｍ2） 

       ｈ ：土被り高さ（ｍ） 

    なお、地山の一軸圧縮強度は、亀裂等の存在が無視できる地山においては試料の一軸圧縮強度

を適用できるが、亀裂等の影響が大きい地山においては準岩盤強度ｑu'（ｋＮ／ｍ2）を用いる

ことができる。 

    ｑu’＝
2








Up
Vp

×ｑｕ 

       Ｖp：地山の弾性波速度（縦波、km／s） 

       Ｕp：試料の超音波伝播速度（縦波、km／s） 

    一般的にＵp≧Ｖpであるが、スレーキング性や土被り等の関係でＶp＞Ｕpとなる場合は、Ｕp

＝Ｖpとして準岩盤強度を求める。 

  エ) 注意すべき岩石 

    下記に示す岩石については、一般的にトンネル施工にともなう問題が発生しやすく注意が必要

であり、場合によっては等級を下げる必要がある。 

   ① 蛇紋岩や蛇紋岩化を受けた岩石等、泥岩・頁岩・凝灰岩等、火山砕屑物等は水による劣化を

生じ易いので十分注意を要する。 

   ② 蛇紋岩は変質が極めて不規則であるので、物理探査やボーリングの調査の結果だけでは地質

の実体を把握できないことが多いので、施工段階に十分注意を要する。 

   ③ 輝緑岩、角閃岩、かんらん岩、斑れい岩、輝緑凝灰岩は、蛇紋岩化作用を受け易いので、蛇

紋岩と同様の注意が必要である。 

   ④ 蛇紋岩や変朽安山岩、黒色片岩、泥岩、凝灰岩等で膨張性が明確に確かめられたならば、

ＤⅡまたはＥに等級を下げる。 

   ⑤ 比較的岩片の硬い頁岩、粘板岩、片岩類は、薄板状にはく離する性質があり、切羽の自立性、

ゆるみ域の拡大、ゆるみ荷重に注意を必要とする場合がある。 
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 (5) ＮＡＴＭ工法における地山判定基準について 

  ア) 一般的な地山の状態 

    トンネル掘削の対象となる地山、すなわち岩盤を評価するためには、岩盤が岩塊、岩片という

要素が重なり合った不連続物体であり、岩片がある一定以上の強度を持つものであれば、その強

度は不連続面の強度に支配されるということを良く理解しておく必要がある。一方、地山の状態

が非常に悪くなれば、無数の不連続面の存在により逆に連続体的な挙動を示すようになり、トン

ネル掘削による挙動は不連続面を含む地山の強度が支配的となる。 

   ① 岩 質 

     ここでいう岩質とは、新鮮な地質体が風化によって劣化した、現時点での岩盤を構成する岩

片の状態のことである。事前調査においては、地表地質調査、ボーリングコアから採取した試

料の室内強度試験などにより、できるだけ直接的、定量的な強度の把握に努める。施工中には、

切羽より採取した岩片の一軸圧縮強度試験、点載荷試験などによって強度を判定し、ハンマー

の打撃などによって補足する。 

   ② 水による影響 

     地下水による地山の強度劣化は、トンネル構造と施工の難易に対して評価する必要がある。

当初設計段階において、湧水が有ると予想される場合には地下水による強度劣化を想定して地

山評価を行い、施工段階では、実際の湧水の量と強度劣化の度合いに応じて地山の評価を修正

するものとする。 

  イ) 不連続面の状態 

    不連続面の状態は、不連続面がトンネルの挙動を支配する場合には、最も重要な地山判定項目

となる。すなわち、岩盤のせん断強度は、不連続面の形状と不連続面に挟在する物質の種類に

よって決まる。したがって、不連続面の粗さ（形状および表面のすべりやすさ）、粘土などの充

填物を主とし、長さ（連続性）、幅（開き）、風化の状態を総合的に検討して、トンネル掘削の

岩盤の挙動の観点から評価する。事前調査においては、地表地質調査、ボーリングコア観察等に

よってできるだけ直接的な観察によって判断する必要がある。施工中は、切羽の詳細な観察によ

り判定することができる。 

  ウ) 不連続面の間隔 

    不連続面の間隔とは、層理、片理、節理による規則性を持った割れ目の平均間隔をいい、トン

ネル掘削によって切羽に明確な凹凸を生じさせ、岩塊として分離するような割れ目を評価する。

事前調査においては、地表地質調査、ボーリングコア観察等によってできるだけ直接的な観察に

よって判断する。施工中は、切羽の詳細な観察により判定できる。 

  エ) トンネル掘削の状況と変位の目安 

    トンネル掘削時の状況と変位の目安は、表５－２－５に示したとおりである。変位の計測は、

ずり処理後できるだけ早い時期（遅くとも３時間以内）に初期値を測定する必要がある。なお、

施工時においては、切羽で観察される不連続面の走向・傾斜とトンネル軸の関係および地下水の

湧水量、地下水による強度低下に対して必要に応じて地山の評価を修正できるものとする。 
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第４節 掘削工法の選定 

 

１ 掘削一般 

  トンネル掘削にあたっては、できるだけ地山を緩めないようにすること、また余掘りを少なくする

ことが基本的理念である。 

  しかし、地山条件、作業能率等を考慮した場合、ある程度の地山の緩みや余堀りは避けられない。

このため、掘削にあたっては、総合的に安全で経済的となるような掘削方式、掘削工法等を選定しな

ければならない。 

 

２ 掘削方式 

 (1) 爆破掘削 

   爆薬で地山を破砕掘削するもので、硬岩地山から軟岩地山まで幅広い地山に適用でき、柔軟性に

富んでいるので、経済的な掘削方式となり多用されている。 

 (2) 機械掘削 

   地山を機械的に圧砕または切削する方式で、余堀が少なく地山の緩みも少ない利点はあるが、著

しい地質の変化に対応しにくい。 

 (3) 掘削方法の選定フロー 

   掘削方法の選定は、下図を標準とするが、適用に当たっては、ボーリング調査等の事前調査によ

り、トンネルの地山条件（一軸圧縮強度、亀裂係数、地質、湧水量等）や環境条件等を総合的に判

断し、これにより難い場合は、別途選定するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         （注）大半の区分は90％程度を目安とする。 

図５－２－12 掘削方法の選定フロー 

工法の選定 

騒音・振動等の環

境対策が必要か？

Ｄ区分が大半で
ｑμ＝49Ｎ／mm2

（500kgf／cm2）
以下か 

Ｄ区分が大半で
ｑμ＝49Ｎ／mm2

（500kgf／cm2）
以下か 

発 破 工 法 機械掘削工法 
（自由断面掘削機）

その他の工法 

YES

NO 

NO 

YES

YES

NO 
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３ 掘削工法 

 (1) 一般的掘削工法図を図５－２－13に示す。 

 

           （a）全断面工法                    （b）上部半断面工法 

            ・岩盤が堅硬で地質の変化が               ・特殊地山を除き一般的 

             少ない場合                       に用いられる 

             地山分類（Ａ、Ｂ）                  地山分類（Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

 

          （c）側壁導坑                      （d）底設導坑 

           ・地耐力不足で地質が複雑な                ・地質が複雑で湧水が多 

            場合                           い場合 

             地山分類（Ｄ、Ｅ）                   地山分類（Ｄ、Ｅ） 

 

                                （e）補助ベンチ付全断面工法 

                                 ・一般的に用いられる 

                                  地山分類（B、C） 

 

 

 

補助ベンチ付き全断面工法での掘削順序の例 

 

 

 

上部半断面工法での掘削順序の例 

図５－２－13 掘削工法図 

 

 注）１ ①②③は掘削順序を示す。 

   ２ 切羽の安定が悪い場合は図中にて示したように、リングカットを行う。 

   ３ 標準的な加背割図を図５－２－14に示す。一般的にＳＬが上半下半線となる。 
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図５－２－14 加背割図 

 

４ ずり出し方式 

  ずりだし方式は、タイヤ方式を標準とする。ただし湧水が多く施工基面が泥化し、タイヤ方式では

施工困難な場合等においては、レール方式も検討する。 

 

５ 加背割図 

  一般的な加背割図と施工順序の例を図５－２－15に示す。 

 

 

図５－２－15 加背割図 

名          称 

① 上  部  半  断  面 ⑥ 下半吹付けコンクリート 

② 上半吹付けコンクリート ⑦ 覆 工 コ ン ク リ ー ト 

③ 下  部  半  断  面 ⑧ 盤    下    げ 

④ 下半吹付けコンクリート ⑨ インバートコンクリート 

⑤ 下  部  半  断  面   

      注） 補助ベンチ付全断面工法及び上部半断面工法の上下半境界は、スプリングライン（ＳＬ）を標

準とする。 


